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インフルエンザは公衆衛生上において重要な疾患の1つであり、効率的な対策には流行動態の
理解が必須である。これまでの研究からインフルエンザは学校や家庭といった施設環境と地域の
間で伝播を繰り返しながら全体的な流行拡大につながっていくと考えられている。家庭は学校や
職場と異なり年齢層にばらつきがある家族との高い接触密度が特徴的であり、この社会接触パタ
ーンが家庭におけるインフルエンザの二次感染リスクを高めていると考えられている。このよう
な幅広い年齢層間での高い接触密度が考えられる他の施設として災害後の避難所が考えられ、同
施設でのインフルエンザ流行の疫学像は施設環境でのインフルエンザ伝播の理解の一助となる
と考えられる。これらを通して地域におけるインフルエンザの流行動態に関する知見を深める。 
東日本大震災後に宮城県山元町に開設された避難所におけるインフルエンザの集団発生を2011
年3月23日から4月11日までの期間についてデータを収集してまとめた（研究1）。インフルエン
ザ例は発熱を呈したものかつインフルエンザ抗原迅速診断キットで陽性であったものと定義し
た。 
2012－13年シーズンにおける秋田県大館市の小中学生が居る世帯に質問紙を配布して家庭に
おけるインフルエンザ例に関するデータを収集してまとめた（研究2）。インフルエンザ例はン
フルエンザに罹患したと回答したものでかつ医療機関に受診したものと定義し、二次感染例は初
発例の発症から7日以内に発症した例とした。さらに初発例および二次感染例の発症日の差を発
症間隔（Serial interval, SI）として累積発症間隔をカプランマイヤー推定量を用いて図示したの
ちに、赤池情報基準（AIC)を元にワイブル分布、対数正規分布およびガンマ分布の各パラメトリ
ックモデルへの当てはめを検討した。また加速故障時間モデルを用いて初発例の年齢、欠席日数、
ワクチン接種歴および抗ウイルス薬投与などのSIの延長・短縮効果について検討した。 
研究1では、流行が認められた5つの避難所のうち4つの避難所では初発例が成人であった。発
症率は最大で8.6％（範囲0.8－8.6％）であり、年齢層ごとの発症率が算出できた2つの避難所で
はいずれも15歳以下の発症率は全体のものを下回った。死亡例は観察期間中に報告されなかっ
た。疫学的リンクとしては85％の症例が他のいずれかの例が報告された居室に居住していた事が
明らかとなった。研究2では初発例の45％は小学生であり、中学生は17％であった。家庭内感染
エピソードとして最も多かったのは小学生から母親への伝播（30例）であり、次いで小学生から
父親（20例）、小学生から中学生および小学生同士（各18例）であった。小中学生を初発例とし
た家庭内感染におけるパラメトリックモデルでは対数正規分布が最も低いAICを示し、その平均
発症間隔は2.8日と算出された。加速故障時間モデルによる検討によりSIは、中学生に比して小
（書式１２） 
学生では有意に短縮した。また初発例の欠席日数の増加に伴い有意に延長したが、ワクチン接種
や抗ウイルス薬投与では有意差は認められなかった。 
家庭および避難所では居住者の間では高い接触密度が期待され、さらに感受性者とインフルエ
ンザ例との時間的・空間的な近接性によりインフルエンザの感染リスクが相対的に高いと考えら
れる。本研究により初発例の年齢層で期待される接触密度により流行像が大きく異なることが明
らかとなった。また学童が初発例となる家庭内感染での平均発症間隔は3日以内と算出され、初
発例が発症した後の早い段階からのインフルエンザの曝露が想定される。即ち家庭内のインフル
エンザ例が発生した早期から不要な接触を避けて個人的防御策を徹底する必要がある。 
 
 

